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【表紙】 
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第一部 【企業情報】 

第１   ３月31日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日�

至 平成17年 

2,045,260
(△は連結当期純損失) 

百万円 43,909 △138,117 429,283 263,476 484,147
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¥ 回次¥
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回次 第１期 第２期 第３期 第４期 
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大正８年８月 株式会社三菱銀行設立（資本金5,000万円(うち払込3,1��万円)

株式会社三和銀行設立（資本金10,72�万円（うち払込7,220万円）、株式会社三十四

銀行、株式会社山口銀行及び株式会社鴻池銀行の３行合併による） 

昭和15年10月 株式会社三菱銀行、株式会社金原銀行を買収 

昭和16年６月 

 

株式会社東海銀行設立（資本金3,760万円（うち払込2,725万円）、株式会社愛知銀

行、株式会社名古屋銀行及び株式会社伊藤銀行の３行合併による） 

昭和17年４月 株式会社三菱銀行、株式会社東京中野銀行を買収 

昭和18年４月 株式会社三菱銀行、株式会社第百銀行を合併 

昭和20年５月 株式会社三和銀行、三和信託株式会社及び株式会社大同銀行を合併 

昭和20年９月 

 

株式会社東海銀行、株式会社岡崎銀行、株式会社稲沢銀行及び株式会社大野銀行の

３行を合併 

昭和20年10月 株式会社三和銀行、株式会社大和田銀行を合併 

昭和21年12月 株式会社東京銀行設立（資本金5,000万円（全額払込）、横浜正金銀行から営業譲渡

を受け国内継承店14店舗他計22店舗にて翌年１月４日営業開始） 

昭和23年10月 株式会社三菱銀行、商号を株式会社千代田銀行に変更 

昭和28年７月 株式会社千代田銀行、株式会社三菱銀行の旧商号に復帰 

昭和29年８月 株式会社東京銀行、外国為替銀行法に基づく外国為替専門銀行として新発足 

昭和35年４月 株式会社三和銀行、信託業務を東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式

会社）に譲渡 

平成３年10月 株式会社東海銀行、三和信用金庫を合併 

平成４年10月 株式会社三和�<s、東容ｽM用a�0ﾉを合

して、株式移転により完全親会社である株式会社三菱東京フィナンシャル・グルー
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当行との関係内容 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員数 

平成18年３月31日現在 

 
リテール 
部門 

法人部門 国際部門 市場部門 
事務・システム
部門 

部門外の各部 合計 

 ( 注 )  １人を含んでおり、当連結会計年度末までの１年間�

３ 銀行業における従業員数は52,726人、証券業における従業員数は74人、その他の業務における従業員数

は10,643人であります。 

４ 当連結会計年度における従業員数の増加は、主として平成1���

" �

33,641 37.7 15.3 7,427 
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３ その他 

経常収益は前連結会計年度比1,431億円増加して2,660億円、経常利益は前連結会計年度比259億円

増加して343億円となりました。 

また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

１ 日本 
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平均残高 利息 利回り 

種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

株式会社東京三菱銀行 66,009,641 162,185 0.24
前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ銀行 63,432,371 152,952 0.24資金調達勘定 

当連結会計年度 79,118,896 310,767 0.39

前連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 
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② 海外 

海外における資金運用／調達の状況は次のとおりであります。 
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平均残高 利息 利回り 

種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

株式会社東京三菱銀行 15,032,002 209,103 1.39

資金弔B勘定 当連結会詣d�7���rﾃSSRﾃS3� 433,880 2.47

株式会社東京三菱曹行 11,152,334 122,808 1.10
会詣d�7��

株式会社Ｑ 33,534 1.40当連結会詣d�7���2ﾃ�Cbﾃ涛p 253,950 1.93

株式会社東京三菱銀行 366,642 9,783 2.66

前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ銀行 ― ― ―

株式会雌A捲資EHi銀行192,527 $)S�緜5ﾀ前連結 

株式会社ＲErﾃ�#Ms191,8��

うび伯ｻ先勘定` 

当連� 18<74�)�

前連結 
会計年度 
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③ 合計 

 

平均残高(百万円) 利息(百万円) 

資金運用勘定 

39,015,042△1,630,170 37,384,871 76�#�42 △6:#CC��6�7,73# 
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平均残高(百万円) 利息(百万円) 

株式会社 
東京三菱銀行 

2,027,146 △140,461 1,886,685 10,034 △11 10,023 0.53

前連結 
会計年度 株式会社 

ＵＦＪ銀行 
― ― ― ― ― ― ―

株 式 会 社  
東 京 三 菱 銀 行  

2 , 0 5 7 , 9 7 3 △ 1 , 0 5 7 , 9 5 8 1 , 0 0 0 , 0 1 5 4 0 , 1 8 0 △ 1 3 , 3 7 2  2 6 , 8 0 8  2 . 6 8
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(3) 国内・海外別役務取引の状況 

 (増減ぬ!相HA結会計年度�ﾊ博ｮ会社東京至OH銀

当HA結会計年度�ﾀ国楢ぬ役務取虻ぬ!囑�ｱ取�剋精vが5,2346�ｭ円(憎絈!囑�

ｱ取�剩�pが806�ｭ円�相DN度比148�ｭ円(鎗ﾁしﾂｽ結ｹﾊﾊ!囑�ｱ取�剋緖x�ｸｑ灰N度比798�ｭ円(鎗ﾁし



1 2 ‰ ­ ‰ ~ Œ ¸ • ­ ‚ µ ‚ Ä 1 , 0 6 7 ‰ ­ ‰ ~ ‚ Æ ‚ È ‚ è ‚ Ü ‚ µ ‚ ½ • B  

 

•‘“à ŠCŠO ‘ŠŽE•Á‹ŽŠz •‡Œv 

Ží—Þ Šú•Ê 

‹àŠz(•S–œ‰~)‹àŠz(•S–œ‰~)‹àŠz(•S–œ‰~) ‹àŠz(•S–œ‰~)

‚¤‚¿“Á’èŽæˆø—L‰¿•ØŒ” 

Žû‰v 

“–˜AŒ‹‰ïŒv”N“x •\•\•\ •\

Š”Ž®‰ïŽÐ“Œ‹žŽO•H‹â•s 73,64712,351•¢7,225 78,773

‘O˜AŒ‹ 

‰ïŒv”N“x 

Š”Ž®‰ïŽÐ‚t‚e‚i‹â•s 10,131241•¢10,372 •\

‚¤‚¿“Á’è‹à—Z”h•¶•¤•i 

Žû‰v 

“–˜AŒ‹‰ïŒv”N“x 97,3D13,3H2•¢8,3@7 92,416

Š”Ž®‰ïŽÐ“Œ‹žŽO•H‹â•s 1,3@264•\ 1,3F6

‘O˜AŒ‹ 

‰ïŒv”N“x 

Š”Ž®‰ïŽÐ‚t‚e‚i‹â•s 1,092•\•\ 1,092

‚¤‚¿‚»‚Ì‘¼‚Ì“Á’èŽæˆø 

Žû‰v 

“–˜AŒ‹‰ïŒv”N“x 1,844269•\ 2,114
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② 特定取引資産・負債の内訳(末残) 

国内及び海外の特定取引の状況は次のとおりであります。 

前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ銀行 427,522 1,720,842 ― 2,148,364

株式会社東京三菱銀行 10,215 212 △3,597 6,831

株式会社東京三菱銀行 ― 17,995 ― 17,995
前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ銀行 ― ― ― ―

前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ$1ﾋ���  � 3｢C�ｵ8C�S!�

前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ銀行 366,976 ― ― 366,976
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国内 海外 相殺消去額 合計 
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(5) 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

 

国内 海外 相殺消去額 合計 



― 36 ― 

(6) 国内・海外別貸出金残高の状況 

① 業種別貸出状況(残高・構成比) 

 

平成17年３月31日 
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(7) 国内・海外別有価証券の状況 

○ 有価証券残高(末残) 

 

国内 海外 相殺消去額 合計 



― 39 ― 

(参考) 

経費(除く臨時処理分) 478,997 460,103 636,870

税金 25,969 27,325 38,116

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 524,298 680,286 663#Rﾇ6

臨時損益 △185,314 △1,386,727 △100,425

株式関係損益 △30,408 △212,079 24,638

うち償却債権取立益 13,381 57,838 30,396

うち貸倒引当金戻入 5,693 220,329 192,974

うち減損損失 △3,283 ― △9,700

税引前当期純利益 351,154 △380,318 813,684
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３ ROE(単体) 
 

前事業年度(％) 
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(4) 中小企業等貸出金(単体) 

 

前事業年度 

総貸出金残高 ② 百万円 30,546,980 31SCc1W67(0 ③ 件 995,163 ③／④ ％ 99.5 99.6 99.6

(注) １ 貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定分は含まれておりません。 

２ 中小企業等とは、資本金３億円(ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円)以下の会社
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(参考) 

自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件(平成５年大蔵省告

示第55号。以下、「告示」という)に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について

算出しております。なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入してお

ります。 

連結自己資本比率(国際統一基準) 
 

平成17年３月31日 

基本的項目 

うちステップ・アップ金利条項付の 
優先出資証券(注4) 

― 154,210 778,237

うち自己資本への算入額 (C) ― ― ―

控除項目 控除項目(注7) (D) 243,742 73,438 146,672



社であるエム・ユー・ストラテジ

ックパートナー株式会社が発行した優先株式を購入する売買 契約を締結したため、平成18年３月31日の連

結子会社の少数株主持分から1,200億円を控除しております。 

げる企業結合により計上される無形固定資産(連結調整勘定を除く。)に相当する額を含んでおります。 
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単体自己資本比率(国際統一基準) 
 

平成17年３月31日 
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７ 自己資本比率 

(1) 自己資本比率が悪化するリスク 

当行は、海外営業拠点を有しておりますので、連結自己資本比率および単体自己資本比率を「銀行

法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件」（平成５年大蔵省告示第55号）に定め

当行⇔自己資本比率ｪ浴{�ｳ轤黷黒譓�き渇�ﾁｵｽA

O 「 ｳ _ を ^ ｵ 率 ｇ 』 � と ぢ 依 鰍 の � の が ま ﾜ 轤 黷 ﾜ こ B ¥  
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１．経営成績の分析 

当連結会計年度の計数は、平成18年１月１日の合併に伴い、旧株式会社東京三菱銀行の平成17年

４月～12月までの実績に合併新会社 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の平成18年１月～３月までの実

績を合算しております。 

 

(1) 主な収支 

連結業務粗利益は、資金運用収支が前連結会計年度比2,781億円増加したこと、役務取引等収支

が前連結会計年度比854億円増加したことを主因に、前連結会計年度比3,695億円増加して１兆

8,700億円となりました。 

営業経費(臨時費用控除後)
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２．財政状態の分析 

(1) 貸出金 

貸出金は、前連結会計年度末比37兆4,937億円増加して76兆2,796億円となりました。合併に加
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(4) 預金 
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第３ 【設備の状況】 











‘æ“ñŽí—D•æŠ”Ž® 100,000,000 
‘æŽOŽí—D•æŠ”Ž® 27,000,000 
‘æŽlŽí—D•æŠ”Ž® 79,700,000 
‘æŒÜŽí—D•æŠ”Ž® 150,000,000 

Œv 15,356,703

“ ñ Ž í — D • æ Š ” Ž ® ‚ Í •A‘æ ‚ X • ð ‚ Ì ‚ X ‘ æ ‚ Q • € ‚ Ì ‹ K ’ è ‚ É ‚ æ ‚ è • ž Š Ò ‚ ³ ‚ ê ‚ ¤ ‚ é — D • æ Š ” Ž ® • B • j ‚ Æ ‚ · ‚ é • B ‚ ½ ‚ ¾
‚ µ •AŠ” Ž ® ‚ Ì • Á ‹p‚ ª ‚   ‚ Á ‚ ½ • ê • ‡ – ” ‚ Í ‘ æ Ž O Ž í ‚ © ‚ ç ‘ æ Œ Ü Ž í ‚ Ü ‚ Å ‚ Ì — D • æ Š ” Ž ® ‚ É ‚ Â ‚ « • • ’ Ê Š ” Ž ® ‚ Ö ‚ Ì “ ]
Š·‚ª‚ ‚Á‚½•ê•‡‚É‚Í•A‚±‚ê‚É‘Š“–‚·‚éŠ”Ž®‚Ì•”‚ðŒ¸‚¸‚é•B  
普通株式   15,000,000,000株 

第二種優先株式  100,000,000株 

第三種優先株式   200,000,000株 

第四種優先株式  150,000,000株 

第五種優先株式  150,000,000株 」 

第９条の９第２項「当金50ﾈ,ﾈ%��h%�ﾘ��Y?c

合は、抽選その他の方法により行う。」 

 

計 15,356,700,000 
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(4) 消却 

当行は、いつつ
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により、本優先株式の普通株式への転換を請求することができるものとし、その内容については次

のとおりである。 

(イ)転換を請求することができる期間 
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②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後転換比率は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、これを適用する。 

�'�
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されるものとする。ただし、当該価額が1,693円50銭（ただし、下記Ｃ．の調整を受ける。以
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② 取得と引換えに交付すべき普通株式数 

本優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 
優先株主が取得を請求 

した本優先株式数 
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又は証券（権利）の保有者が当行に対し当行の普通株式の交付若しくは当行の普通株式の

交付を請求することができる新株予約権の交付と引換えに当行に当該証券（権利）を取得

させることができる証券（権利）を発行する場合、又はかかる時価を下回る価額を行使価

額として当行の普通株式の交付を請求することができる新株予約権（新株予約権付社債を

含む。）を発行（無償割当てを含む。）する場合 

調整後交付比率は、その証券（権利）の払込期日若しくは払込期間の末日、又は募集のた

めの基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証券（権利）のすべてについての

取得又はすべての新株予約権の行使が行われたものとみなし、その払込期日若しくは払込

期間の末日の翌日以降、又はその基準日の翌日以降、これを適用する。 

ｂ．前項各号に掲げる場合の外、合併若しくは資本金の額の減少又は株式の併合等により交付比

率（上限交付比率を含む。）の調整を必要とする場合には、当行取締役会が適当と判断する

交付比率に変更される。 

ｃ．また、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループにおいて、前記Ａ．又はＢ．に記載す

る事項に相当する事由が発生した場合には、当行取締役会が適当と判断する調整を行う。 

ｄ．交付比率調整式に使用する時価は、調整後交付比率を適用する日（ただし、上記Ｃ．ａ．

ⅱ)ただし書きの場合には基準日）に先立つ45取引日
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和49年４月 三和銀行入行 

平成11年５月 同法人統括部長 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

(資産の部)   

現金預け金 ※８ 7,833,571 8.37 5,595,627 7.60 11,274,216 7.01

コールローン及び買入手形  713,930 0.76 516,438 0.70 2,660,810 1.65

買現先勘定 ※２ 500,490 0.53 1,778,107 2.42 266,340 0.17

債券貸借取引支払保証金 ※２ 5,102,272 5.45 952,354 1.29 2,738,240 1.70

買入金銭債権 ※８ 1,971,327 2.11 350,741 0.48 2,533,592 1.58

特定取引資産 ※８ 7,218,616 7.71 2,880,161 3.91 5,773,838 3.59

投資損失引当金  △1,174 △0.00 ― ― △27,016 △0.02
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② 【連結損益計算書】 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)   

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 
金額(百万円)

百分比
(％)
金額(百万円)

百分比 
(％) 
金額(百万円) 

百分比
(％)

  コールローン利息及び買入 
  手形利息 

 6,212 3,989  16,560

  買現先利息  21,9"s
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 
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前連結会計年度
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前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (ハ)連結会社間取引等 

 デリバティブ取引の

うち連結会社間及び特

定取引勘定とそれ以外

の勘定との間(又は内

部部門間)の内部取引

については、ヘッジ手

段として指定している

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等に

対して、業種別監査委

員会報告第24号及び同

第25号に基づ�

投R�

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等ｩ�

当倨ｹ煙iとる

 デリバティブ取引の

うち連結会社間及び特

定取引勘定とそれ以外の勘定との鰹�永H,ﾙ>�

部部門鰹｢�,ﾉ>�YH竧準については、ヘッジ手

段として指定している

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等に

対して、ペ銀喉�ｯ｢�

員れ以外
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追加情報 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 



※１ 有価証券には、関連会社の株

式27,772百万円及び出資金88百

万円を含んでおります。 

※１ 有価証券には、関連会社の株

/�ｭﾈ/�,X*�.�-ﾈ+x�"�

※１ 有価証券には、関連会社の株
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前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額

は9,603百万円、延滞債権額は

623,652百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本

 "x

又の"w

����

 "x





― 157 ― 

 
前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

   上記のほか、為替決済等の担

214,268百万円及び
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平操16禰%1粂%�?ｨ 
ｩH狩会��1結鞦OT粟(ﾗ0 ｩH狩会��'H&X&仞(ﾗ0 

(自 平操1v禰%1粂%�?ｨ 

撹 % �  � P + ｸ , ﾋ 楕 ﾆ � � ﾘ � 益 � v , � , ﾘ � A ｩ @ � e S 癒 � � � ﾜ �

撹 % �  + ｸ , ﾋ 楕 ﾆ � � ﾘ � 益 , � , ﾘ � A ｩ H 朱 9 �

撹 % �  + ｸ , ﾋ 楕 , ﾈ ﾆ � � ﾙ N � に b ﾍ ＞ 貸 出 �
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 
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(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 減価償却累計額相当額 

動産 24,724百万円

その他 990百万円

合計 25,714百万円

 年度末残高相当額 

動産 20,523百万円

その他 840百万円

合計 21,364百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過

リース料年度末残高が有形固

定資産の年度末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンスぅ� ャXｗ�}ﾘﾇf得価額弔ｸ�-�産の年倒形固

停gw�停g89

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 7,762百万円

１年超 13,602百万円

合計 21,364百万円
 

・未経過リース料年度末残高相当額

１年内 16,737百万円

１年超 38,794百万円

合計 55,531百万円
 

・未経過リース料年度末残高相当額

１年内 47,775百万円

１年超 134,582百万円

合計 182,358百万円
 

(注) 未経過リース料年度末残高

相当額は、未経過リース料年

度末残高が有形固定資産の年

度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っております。 

 (注) 未経過リース料年度末残高

相当額は、未経過リース料年

度末残高が有形固定資産の年

度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

っております。但し、その他

のうちの主なものについて

は、利息相当額の合理的な見

積額を控除する方法によって

おります。 

・支払リース料 

(減価償却費相当額) 7,692百万円
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(有価証券関係) 

※１ 連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の有価証券、「現金預け金」

中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中の有価証券及び商品投資受益権等も含めて

記載しております。 

※２�

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 
 

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円) うち益(百万円) うち損(百万円)

国債 1,997,335 2,013,677 16,341 16,341 ―

外国債券 34,299 35,725 1,426 1,427 1

(注) １ 時価は、連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

 

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 
 

 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円)

評価差額 
(百万円) 

うち益(百万円) うち損(百万円)

国内債券 12,745,882 12,771,382 25,500 32,137 6,636

地

方

債

 

1

2

4

,

9

1

0

1

2

6

,

0

7

9

1

,

1

6

9

1

,

2

5

0

 

8

1

社債 1y

社甑
のであります。 

２ 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 
３ 当行及び国内連結子会社は、市場価格又は合理的に算定された価額のある有価証券のうち、当該
有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、当連結会計年度末において
時価が取得原価まで回復する見込みがないと判断し、時価をもって貸借対照表価額とするととも
に、当該差額を当連結会計年度の損失として処理しております。「時価が著しく下落した」と判
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Ⅱ 当連結会計年度 
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Ⅱ 当連結会計年度 

１ 運用目的の金銭の信託(平成18年３月31日現在) 
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株式会社ＵＦＪ銀行 

○その他有価証券評価差額金(平成17年３月31日現在) 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
 

 金額(百万円) 
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(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

株式会社東京三菱銀行 

１ 取引の状況に関する事項 

・資産・負債に係わる為替・金利リスクの調整、ヘッジ 

ヘッジ目的の取引においては、固定金利の預金・ｰ
デリバティブ取引に係る主要なリスクとして、市場リスク及び取引に伴い発生する信用リスクがあ
ります。 
市場リスクとは句ﾎﾄ＠L価証健ﾄﾌ価格ﾄ� 市丈ﾌ変動�ﾂ�

て ´ _ 約 N ょ ﾊ

ヵ ﾊ � ﾄ ！ ﾂ ｢ ¥ � | ﾂ
市場リスクつﾂｺ玖ましとて′ナc会議いﾂ�怺坙�0ステム等により再構築コスト及び再構築コストの将来の変動を考慮に入れた与信残高の把握と管理を

行っております。 
 
なお、当連結会計年度のVaR値及び信用リスク相当額は、それぞれ以下のとおりであります。 
 
(VaR値) 
 
 VaR実績値 

 

金額(億円) 
リスク・カテゴリー 

日次平均 最大値 最小値 期末日 

外国為替 10.4 21.8 3.3 4.0 

株式 7.9 31.1 5.1 5.1 

商品 0.5 1.3 0.2 0.4 

分散効果 △14.4 ― ― △17.8 

合計 34.6 123.4 20.3 59.7 

(注) １ デリバティブ取引を含むトレーディング業務を対象範囲としております。 

   ２ 計数は保有期間10日、信頼区間99％、観測期間701営業日によるものです。 

   ３ 最大値、および最小値は、各々実現した日が異なります。 
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２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成17年３月31日現在) 
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(2) 通貨関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち 
１年超のもの 
(百万円) 

為替予約 
買建 29,277,548 240,900 347,549 347,549 

合計 ― ― 20,626 43,824 

(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
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(4) 債券関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち 
１年超のもの 
(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円)

売建 723,957 15,614 △4,151 △4,151 
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(6) クレジットデリバティブ取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超のもの 
(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円)

売建 644,351 567,484 2,805 2,805 
店頭 
クレジット・ 
デフォルト・ 
オプション 買建 890,216 730,817 △2,638 △2,638 





ファイル名







ファイル名:080_k_0805300101806.doc 更新日時:2006/06/29 15:27 印刷日時:06/06/30 10:35 
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ファイル名:080_l_0805300101806.doc 更新日時:2006/06/29 15:27 印刷日時:06/06/30 10:37 





ファイル名:080_m_0805300101806.doc 更新日時:2006/06/29 15:28 印刷日時



・資産・負債に係わる為替・金利リスクの調整、ヘッジ ヘッジ目的の取引においては、固定金利の預金・岱 用いた権限を付与し、行内の独立した市場リスクの(VaR値) 
 

 うち円 27.1 121.2 1.3 2.5 

 うちドル 5.1 13.7 1.9 4.2 

外国為替 8.7 19.3 3.2 5.0 
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２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成18年３月31日現在) 
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(2) 通貨関連取引(平成18年３月31日現在) 

 

売建 7,031 168 ― ― 

通貨スワップ ― 39,397,965 34,472,548 35,923 35,923 

為替予約 
買建 31,925,248 511,729 457,778 457,778 

売建 10,833,869 5,960,182 △492,894 △49,113 

(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
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(3) 株式関連取引(平成18年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち

�













― 1�:

 

△ 1 , 4 3 7 , 3 1 4

年 金 資 産  ( Ｂ )  1 , 6 9 9 , 4 7 8

未 積 立 退 職 給 付 債 務  ( Ｃ ) ＝ ( Ａ ) ＋ ( Ｂ )  2 6 2 , 1 6 4

会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額  

前 払 年 金 費 用  ( Ｈ )  2 5 3 , 2 9 8

退 職 給 付 引 当 金  ( Ｇ ) － ( Ｈ )  △ 5 1 , 6 2 2

( 注 )  一 部 の 当 行 海 外 支 店 及 び 連 結 子 会 社 は 、 退 職 給 付 債 務 の 算 定 に あ た り 、 簡 便 法 Ｕ 採 ﾌ ﾌ � + ﾘ . � � � ｬ 芽 海 ｨ ﾖ 烹 ﾜ ｬ ① �

当 連 結 会 計 年 度  
( 自  平 成 1 7 年 ４ 月 １ 日  
至  平 成 1 8 年 ３ 月 3 1 日 ) T n

利 息 費 用  2 4 , 7 4 3

期 待 運 用 収 益  △ 3 3 , 6 4 8

過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額  △ 4 , 3 3 4

数 理 計 算 上 の 差 異 の 費 用 処 理 額  2 3 , 5 9 7

会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 費 用 処 理 額  8

そ の 他 ( 臨 時 に 支 払 っ た 割 増 退 職 金 等 )  8 , 1 0 1

退 職 給 付 費 用  4 2 , 6 6 9

( 注 )  簡便法を採用している一部の当行海外支店及び連結子会社の退職給付費用は、主として「勤務費用」に含

めて計上しております。 

 





１ 繰延税金資産及び繰延税金負債

の発生の主な原因別
△88,472



(1) 外部顧客に 
対する経常収益 

1,832,544 166,116 114,855 2,113,517 ― 2,113,517
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３ 事業区分の変更 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 

 

 
日本 
(百万円) 

北米 
(百万円) 

中南米 
(百万円)

欧州・ 
中近東 
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)
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当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 939,644

Ⅱ 連結経常収益 2,931,816

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 32.0

(注) １ 一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。 

羨X伊段L�,ｹ&ｭﾚしてしサしたぷ⊃全牌穀h.寂ｲｵ� ﾐづZリC≠ﾃトo歯�ぢ記載しておりま貢�。 



(注) 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間21年３ヶ月、１ヶ月毎元利均等返済で

あります。 

 

(3) 
子会社
等 

該当あ
りませ
ん。 
 

(4) 
兄弟会
社等 

該当あ
りませ
ん。 
 

 

属性 会社等の名称 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有
(被所有)割合 
（％) 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員 
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(3) 子会社等 

該当ありません。 

 

(4) 兄弟会社等 

該当ありません。 
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 











― 214 ― 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

③ 平成17年３月31日現在の株式

会社UFJ銀行およびその連結子

会社の従業員数は、24,594人で

す(従業員数は、執行役員、嘱

託および臨時雇員を含んでおり

ません)。 

(7) 合併期日 

平成17年10月１日 

(8) 配当起算日 

 甲が上記(5)①の合併比率に基

づき割当交付する普通株式に対す

る利益配当金の計算は、平成17年

10月１日を起算日とします。 

(9) その他重要な事項 

 本契約は、合併期日までに、国

内外の法令に定める関係官庁の承

認等が得られなかった場合、また

はかかる承認等に、本合併の実行

の�9MFQ]s

掴�ｬv�凾ｪ鍍す2黷ﾍ場合∨、砂の
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(追加情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 当行は、所有する三菱証券株式会
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 
 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限

劣後社債 

 （EU]ﾂ

5ｽ成15ｽ成4

合計 ― 4,234,453 5,790,841 ― ― ― 

(注) １ 新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。なお、新株予約権付社債には改正前商法に基

づき発行された転換社債が含まれております。 

銘柄 転換請求期間 転換価格 発行株式 資本組入額 

2014年満期 
ユーロ円建転換社債 

平成11b��8
平世61b �8





“Á’èŽæˆøŽ‘ŽY •¦‚W 3,924,1104.841,107,7761.62 5,804,2233.95

 •¤•i—L‰¿•ØŒ”  312,704427,301 988,588

 •¤•i—L‰¿•ØŒ””h•¶•¤•i  12218 235

 “Á’èŽæˆø—L‰¿•ØŒ”  17,995•\ 61,613

 “Á’èŽæˆø—L‰¿•ØŒ””h•¶•¤•i  31152 170

 “Á’è‹à—Z”h•¶•¤•i  720,259313,126 1,197,263

 ‚»‚Ì‘¼‚Ì“Á’èŽæˆøŽ‘ŽY  2,873,106366,976 3,556,351

‹à‘K‚Ì•M‘õ  402,6170.505,0130.01 283,1550.19

—L‰¿•ØŒ” 

 ŽèŒ`‘Ý•t  2,501,2153,285,853 5,604,713

 •Ø•‘‘Ý•t  26,674,85025,484,172 53,519,630

 “–•À‘Ý‰z  5,622,9254,720,921 9,997,501

ŠO•‘ˆ×‘Ö  685,0120.84644,4390.95 1,265,9850.86

 ŠO•‘‘¼“X—a‚¯  38,97335,679 65,603

 ŠO•‘‘¼“X‘Ý  58,141117,826 148,540

 ”ƒ“üŠO•‘ˆ×‘Ö •¦2,7 447,526380,474 799,486

 ŒJ‰„ƒwƒbƒW‘¹Ž¸ •¦10 217,485•\ 429,771

 ŽÐ•Â”­•s•·‹à  951,214 1,952

 ‚»‚Ì‘¼‚ÌŽ‘ŽY •¦‚W 415,8041,060,354 1,054,857

Žx•¥•³‘øŒ©•Ô  3,763,6034.644,096,8656.01 6,180,7364.20
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② 【損益計算書】 
 

前事業年度 
(自 平�#�ﾆ禰%8ﾈH%�?z 

*  
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 



‹æ•ª 

’•‹L 

”Ô•† 

‹àŠz(•S–œ‰~) ‹àŠz(•S–œ‰~) ‹àŠz(•S–œ‰~) 

   

“–Šú–¢•ˆ•ª—˜‰v 

(•¢‚Í“–Šú–¢•ˆ—•‘¹Ž¸) 

 241,277•¢624,897 494,209

”CˆÓ•Ï—§‹àŽæ•öŠz  244,260•\ 1

 ŠCŠO“ŠŽ‘“™‘¹Ž¸•€”õ‹àŽæ•öŠz •\ 1

 —D•æŠ”Ž®•Á‹p•Ï—§‹àŽæ•öŠz  244,200•\ •\

•\ •\

 ‘æ“ñŽí—D•æŠ”Ž®”z“–‹à 

123,365

 ”CˆÓ•Ï—§‹à  300,000•\ •\

  •Ê“r•Ï—§‹à  300,000•\ •\

 Ž‘–{•€”õ‹àŽæ•öŠz  •\624,897 •\
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重要な会計方針 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前事業年度 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

前

事

�
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前事業年度 

(自 �
至 � 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 �
至 �

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

 (4A � 蹴ｻﾉ券ｯｬｶ綜位ﾘｼh醜
資産の見込額に



― 232 ― 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 (式蛾3x度 
(自 平成16年４鯨１日 





― 235 ― 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 
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追加情報 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(平成14年８月９日 企業会計

審議会)及び企業会計基準適用指針

第６号「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(平成15年10月31

日 企業会計基準委員会)が平成16

年３月31日に終了する事業年度に係

る財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、前事業年度から同

会計基準及び同適用指針を適用して

おります。 

――――― 

 

 ら同
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前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度末 
(平成18年３月31日) 

 ※10 ヘッジ手段に係る損益又は評

価差額は、純額で「繰延ヘッジ

利益」として計上しておりま

す。なお、上記相殺前の繰延ヘ

ッジ損失の総額は
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Žq‰ïŽÐŠ”Ž® 371,938826,747454,808

ŠÖ˜A‰ïŽÐŠ”Ž® 2,21512,0509,835

•‡Œv 374,153838,797464,643

Žq‰ïŽÐŠ”Ž® 87,93691,7053,769

•‡Œv 139,826179,17439,348

(’•) Žž‰¿‚Í•AŒˆŽZ“ú‚É‚¨‚¯‚éŽs•ê‰¿Ši“™‚ÉŠî‚Ã‚¢‚Ä‚¨‚è‚Ü‚·•B 

 

‡ U  “ – Ž – ‹ Æ ” N “ x ( • ½ • ¬ 1 8 ” N ‚ R Œ Ž 3 1 “ ú Œ » • Ý )  

 

 ‘ÝŽØ‘Î•Æ•\Œv•ãŠz(•S–œ‰~)Žž‰¿�Øí‰�š129,04781,276
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(重要な後発事象) 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

乙の甲種第一回、丁種第一
回、丁種第二回優先株式各１
株につき、それぞれ甲の第一
回第三種、第一回第四種、第
一回第五種優先株式各１株を
割当交付します。 
乙の第一回戊種、第一回庚
種、第
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(6) 相手会社の規模 

① 株式会社UFJ銀行の最近事業

年度末の貸借対照表(要約)は次

のとおりです。 

貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

(単位：百万円) 
科  目 金  額 科  目 金  額 

金 

952,354 

債券貸借取 

買入手形 120,000 引受入担保 

買入

金 産 
953,903 

る繰延税金 

支払承諾見 負債 

67,661 

(資本の部)  

  資本金 1,258,582 
  資本剰余金 893,324 
  利益剰余金 △624,897 
  当期純損 

  失 
627,276 

  土地再評価 

  差額金 
98,787 

  株式等評価 

  差額金 
145,622 

  
資本の部 
合計 

1,771,420 

資産の部 
合計 

68,184,043 
負債及び資
本の部合計

68,184,043 

  

 
 

② 株式会社UFJ銀行の最近事業

年度(平成16年４月１日から平

成17年３月31日まで)の経常収

益は1,702,983百万円、経常損

失は671,184百万円、当期純損

失は627,276百万円です。 

③ 平成17年３月31日現在の従業

員数は、16,758人です。 

(7) 合併期日  

平成17年10月１日 

(8) 配当起算日  
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(9) その他重要な事項 

 本契約は、合併期日まh簀�
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(追加情報) 
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180,810 ― ― 611,445 ― ― 611,445
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なお、前事業年度の株式会社ＵＦＪ銀行における「資本金等明細表」は以下のとおりです。 

 

【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成18年３月31日現在)の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。 

 

① 資産の部 



150_0805300101806.doc  最終印刷日時：2006/06/30 10:38:00 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月橢H益�ﾓ� 





150_0805300101806.doc  最終印刷鷲鳧�`  ― 269 ― �



150_0805300101806.doc  最終印刷日時：
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a 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエフジェイ銀行（商号 株式会社ＵＦＪ銀行）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッサh成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める

公認会計士 山 手   章 

a a a 

a 
指 �a

a a a 

a 
指

 定 社 員
業務執��a a 







独  査 報

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーエフジェイ銀行（商号 株式会社ＵＦＪ銀行）の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４期事業

� 

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

a 

a 
指 定 社 員
�

a�a�a�a
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